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１．事業の背景・目的

〔背景〕
我が国の大学が、世界トップレベルの大学と伍して教育及び研究活動を行って

いくためには、第三者評価に基づく競争原理により競争的環境を一層醸成し、国
公私を通じた大学間の競い合いがより活発に行われることが重要です。

〔目的〕
このことに鑑み、２１世紀ＣＯＥプログラムは、我が国の大学に世界最高水準

の研究教育拠点を形成し、研究水準の向上と世界をリードする創造的な人材育成
を図るため、重点的な支援を行い、もって、国際競争力のある個性輝く大学づく
りを推進することを目的とするものです。

平成１６年度は、大学全体の継続的な構造改革を図る上での本プログラムの重
要性などに鑑み、対象範囲を限定して新規公募を実施することとします。
（公募範囲については、４頁２ (５)参照 ）. 。

２．事業の概要

（１）公募の対象
国公私立大学（学校教育法第２条第２項に規定する国立学校、公立学校及び私

） （ ）立学校である大学 における以下のような大学院研究科専攻等 博士課程レベル
が、世界的な研究教育拠点を形成するための事業計画を対象とします。
①大学院研究科（博士課程レベル）の専攻、複数専攻の組み合わせ

（学校教育法第６６条ただし書きに定める組織に係るものも可です ）。
（なお、博士課程レベルとは、区分制の場合は後期３年間を、一貫制の場合
は区分制に相当する３年間を、医、歯、獣医学についてはこれらに相当する
４年間を指します。また、専攻について、複合的な専攻の場合は、専攻の細
分単位を含みます ）。

②大学附置の研究所、研究センター等（研究の水準が大学院の博士課程レベル
に相当すると認められ、国公私立大学とも学則等により正式に認められてい
るものとします ）の研究組織、複数研究組織の組み合わせ。

③上記①と②の組み合わせ
なお、組み合わせの場合は、同一大学内のものとします （ただし、今後、他。

大学との再編・統合が決まっている大学において、再編・統合後、当該相手大学
の専攻等と拠点を形成する場合においては、その組み合わせに基づく申請も可と
します ）。
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また、大学としての戦略性の観点から複数の専攻等を有機的に組み合わせるこ
とに意義がある場合には、そのような組み合わせによって申請を行うことが期待
されます。

（２）申請者・申請内容等
○ 本事業について申請をすることができる者は、各大学の専攻等の研究代表者
としての学長です。

○ 本補助金の事業者は、学長及び拠点となる専攻等の事業推進担当者（拠点リ
ーダーを含む。以下同じ ）となります。事業推進担当者は、拠点となる専攻。
等の構成メンバーのうち当該拠点形成を担う研究者で、拠点リーダーと共同し
て拠点形成計画の遂行に中心的役割を果たすとともに、その遂行に責任を持つ

（ 、 、研究者を指します 名目的に名前を連ねるなど 実質的な責任を負わない者は
事業推進担当者とすることはできません 。拠点リーダーは、専攻等に所属す）
る常勤の研究者（教員）とし、拠点リーダーを除く事業推進担当者は、専攻等
に所属する常勤又は非常勤の研究者（教員）としてください。なお、同一大学
内の他の部局（研究科）に所属する研究者（教員）を事業推進担当者とする場
合は、各大学において所属長の承認を得ていることを確認するようにしてくだ
さい。

○ 事業推進担当者は、２つ以上の申請に係ることはできません （既に採択さ。
れた拠点で事業推進担当者となっている者も、今回の申請に係る事業推進担当
者となることはできません ）。

○ 法令等に違反して本補助金に関する不適正な事業を行った研究者は、以下の
とおり、一定期間、本補助金の事業者（学長及び拠点となる専攻等の事業推進
担当者）となることはできません（既に採択されている事業はもとより、今回
の申請に係る事業への参画はできません 。）

① 不適正な事業を行った場合は、補助金の返還が命じられた年度の翌年度
以降２年間（②の場合を除く ）。

② 不適正な事業を行い、本事業以外の用途への使用があった場合は、補助
金を返還が命じられた年度の翌年度以降２～５年以内の間で、その内容等
を勘案して相当と認められる期間

○ 学長を中心としたマネジメント体制の下、どの専攻等を如何にして世界的な
研究教育拠点に育成するかという大学の将来構想、専攻等の拠点形成計画、研
究教育活動等をとりまとめて、学長から文部科学大臣宛に必要な調書を提出し

。（ 、 。 。）てください ただし 調書の提出先は日本学術振興会です ５頁４ (２)参照.
○ 事業計画の内容は、専攻等が行っている研究教育活動の全てにわたる必要は
なく、具体的に拠点形成を目指すものに焦点を絞ることが期待されます。

○ 内容の詳細については、別添２「平成１６年度 ２１世紀ＣＯＥプログラム
、 （ ）」将来構想等調書 拠点形成計画調書及び研究教育活動調書 作成・記入要領

を参照してください。

（３）経費の範囲
○ 申請できる経費は、本事業計画の遂行に必要な以下の経費です。申請に当た
っては、事業計画の実施期間（５年間）における所要経費を提出していただき
ますが、各年度の補助金額は、本補助金の当該年度の全体予算額を踏まえ、事
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業計画の内容等を総合的に勘案して毎年度決定されることとなります。
○ ２年経過後に行われる中間評価の結果は、第４年次以降の補助金額の決定に
反映されます。

○ 経費の取扱いについては、別に通知する取扱要領等にしたがって適切に管理
執行していただくこととなりますので、留意してください。
（平成１５年度版｢取扱要領｣を参照してください ）。

【設備備品費】
補助金により購入した設備備品（図書(雑誌等を除く。)を含む。その性

質及び形状を変ずることなく比較的長期の使用に耐えるもの ）は、研究。
拠点形成費補助金により購入したものである旨を記し、備品番号をつける
など適正に管理してください。

本補助金は、物品購入を目的とするものではないため、設備備品費は、
本事業計画の遂行上、必要不可欠なものに限ってください。

また、上記の設備備品を設置する際の軽微な据付のための経費について
も使用できます。

【旅費】
本事業を遂行するに当たり必要な旅費（国内旅費、外国旅費、外国人招

へい等旅費）に限られます。

【人件費】
本事業を遂行するに当たり必要な研究支援、労働、専門的知識の提供等

の協力を得た人に対する手当・諸謝金・賃金について使用できます。これ
らについては、大学が直接雇用したり、又は労働派遣業者と契約する場合
と、補助事業者（学長等）が謝金を支払ったり、又は労働派遣業者と契約
する場合があります。

【その他】
本事業を遂行するために必要な消耗品費、借料・損料、土地（建物）借

料、印刷製本費、通信運搬費、光熱水料、雑役務費（送金手数料、収入印
紙代、知的財産権の出願・登録経費、試作品費等 、会議費、委託費、招）
へい外国人滞在費、その他大臣が認めた経費についても使用することがで
きます。

消耗品費については、消耗器材、薬品類、飼育動物の飼料その他の消耗
品の代価及び備品に付随する部品等の代価です。

委託費については、本事業を遂行するために必要であり、かつ、本事業
の本質（事業計画の対象となる専攻等が世界的な研究教育拠点を形成する

） 、こと をなさない定型的な業務を他に委託して行わせることは可能ですが
原則として、各年度に申請する補助金額の５０％を超えないようにしてく
ださい。

なお、本事業の遂行に関連のない酒類や講演者の慰労会、懇親会等
の経費、本事業の遂行中に発生した事故、災害の処理のための経費、



- 4 -

学生に対する学資金の援助のための経費等、本事業の遂行と直接関連
のない経費には使用することができませんが、本事業として行われる
国際会議・国際シンポジウムに不可欠なものとして開催されるレセプ
ション等に必要な経費には使用できます。

建物等施設の建設、不動産取得に関する経費については使用するこ
とはできません（軽微な改修のための経費を除く 。）

○ 上記の経費の範囲内において、本補助金の使途として、例えば、以下のよう
なものが挙げられます。

・世界トップレベルの研究者の招へいに必要な経費
・トップレベルの教員による指導に必要な経費
・優秀な学生を確保し、学生が高度な自発的研究を行うために必要な経費
・ＴＡ、ＲＡ、ポスドクなど、優秀な若手研究者の支援に必要な経費
・世界のトップレベルの大学等との共同研究の実施に必要な経費
・学会、シンポジウム等を企画・開催するための経費
・教育研究支援職員の雇用等に要する経費
・最先端研究を推進するために必要な設備の購入等に必要な経費
・教育研究スペースの確保に要する経費
・海外の拠点設置に必要な経費 等

（４）事業期間
５年を原則とします。ただし、２年経過後に行われる中間評価等を踏まえ、補

助が打ち切られることもあります。

（５）公募範囲・選定件数・事業規模
①公募範囲

革新的な学術分野の開拓を目指す研究教育拠点形成に範囲を限定して、平成
１６年度の事業の選定を実施します。
（平成１４、１５年度においては、各年度５分野、計１０の学問分野について

公募を行ったところですが、平成１６年度は、革新的な学術分野の開拓を目
指す研究教育拠点形成に限定した公募を行うもので、平成１４、１５年度に
既に審査が行われた学問分野毎の再公募ではありません ）。

具体的には、
・新たな学術的進展が認められる研究教育領域であるもの
・新たな学術分野の構築を目指した研究教育体制の基盤が整備されている

もの
などを対象とします。

＜公募にあたり特にご留意いただきたい事項＞
○ 本プログラムの目的に鑑み、個別の研究プロジェクトではなく、研究教
育拠点形成のプログラムであること。

○ 大学院博士課程レベルの研究教育を対象としたプログラムであり、本プ
ログラムの目的に相応しい活発な活動、取組の基盤があること。
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○ １大学から複数申請することは可能であること。

②選定件数
申請状況、事業内容等を勘案の上、１０～３０件程度とします。

③事業規模
事業内容等を勘案の上、１件当たり年間１千万円から５億円の範囲で、必要

な経費に限定して申請してください。

３．審査方法等

本補助金交付先の選定のための審査は、独立行政法人日本学術振興会を中心に
運営される「２１世紀ＣＯＥプログラム委員会（以下「プログラム委員会」とい
う 」において行われます。。）

審査方法等の概要は、別添１「 ２１世紀ＣＯＥプログラム」審査要項（抄 」「 ）
を参照してください。

なお、審査の過程で、調書等をもとにヒアリングを行う場合がありますが、本
年度は、概ね６月の上旬から中旬にかけて行われる予定です。ヒアリング対象と
なったところに対しては、別途、プログラム委員会よりその旨の連絡をいたしま
すので、調書等の内容について責任をもって対応できる拠点リーダー等におかれ
ましては、対応可能な状態にしておいてください。

４．申請に当たっての留意事項

（１）申請書類
別添２「平成１６年度 ２１世紀ＣＯＥプログラム 将来構想等調書、拠点形

成計画調書及び研究教育活動調書（作成・記入要領 」及び別添３「平成１６年）
度 ２１世紀ＣＯＥプログラム申請カード・拠点組織表（作成・記入要領 」に）
基づき、本事業の背景・目的を十分に踏まえて、所定の様式で調書等を作成し、
学長から文部科学大臣宛に申請してください。
また、調書は原則として日本語によることとしますが、事務手続上必要な項目

を除き、英語による申請も可とします。
なお、申請カードに基づいて審査資料を作成しますので、拠点形成計画調書に

記載した内容と異なったり、記載漏れの事項がないよう十分留意してください。
記載漏れ等があった場合、審査対象とされないこともあります。

（２）申請手続
申請書類を、平成１６年３月３日（水）～３月４日（木 （午前９時３０分か）

ら正午まで及び午後１時から午後５時まで ）の期間内に、独立行政法人日本学。
術振興会に提出してください。申請書類を送付する場合は、配達が証明できる方
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法（配達記録、小包、簡易書留、宅配便等）で余裕をもって発送し、上記提出期
間内に必着するようにしてください。
【提出部数】別添２「平成１６年度 ２１世紀ＣＯＥプログラム 将来構想等調

書、拠点形成計画調書及び研究教育活動調書（作成・記入要
領 」関係・・・５０部）

別添３「平成１６年度 ２１世紀ＣＯＥプログラム申請カード・拠
点組織表（作成・記入要領 」関係・・・２部）

【提 出 先】〒 東京都千代田区一番町８番地 一番町ＦＳビル７Ｆ102-8472
独立行政法人日本学術振興会

研究事業部研究事業課（２１世紀ＣＯＥプログラム担当）
（電話：０３－３２６３－１７５８）

プログラム委員会で選定されたものについては、別途、交付内定及び補助金交
付申請手続に関する連絡をいたします。

（３）生命倫理や安全確保に係る指針等について
事業計画の策定に当たっては、当該計画が「ヒトに関するクローン技術等の規

制に関する法律 （平成１２年法律第１４６号 「ヒトに関するクローン技術等」 ）、
の規制に関する法律施行規則 （平成１３年文部科学省令第８２号 、同法に基づ」 ）
く「特定胚の取扱いに関する指針 （平成１３年１２月文部科学省告示第１７３」
号 「ヒトＥＳ細胞の樹立及び使用に関する指針 （平成１３年９月文部科学省）、 」
告示第１５５号 「遺伝子治療臨床研究に関する指針 （平成１４年３月文部科）、 」
学省・厚生労働省告示第１号）及び「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による
生物の多様性の確保に関する法律 （平成１５年法律第９７号）等の法令及び指」
針に示される基準に適合することを十分確認し、これらに沿った適正な手続を行
うよう注意するとともに 「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 （平、 」
成１３年３月文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第１号 「疫学研究に関）、
する倫理指針 （平成１４年６月文部科学省・厚生労働省告示第２号 「臨床研」 ）、
究に関する倫理指針 （平成１５年７月厚生労働省告示第２５５号）等の指針及」
び各大学等で定めた倫理規定等を遵守するようにしてください。

なお、これらに不備が確認された場合は、本補助金の交付を取り消すことがあ
ります。

（４）その他
○ 現に又は今後、国等から助成を受ける研究プロジェクト等の経費について、
重複して本事業の経費として交付申請することはできません。

○ 一度選定された事業については、原則として、当初計画に基づいて５年間補
助事業を実施することとなりますので、あらかじめ計画を十分に練った上で申
請するようにしてください。

○ 提出された調書等については、本公募要領にしたがっていない場合や不備が
ある場合も、差し替えや訂正は原則として認めません。また、審査に付さない
ことがあります。

○ 提出された調書等は返還いたしませんので、各大学において控えを保管する
ようにしてください。
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５．その他の留意事項

（１）代表者等の留意事項
選定がなされ補助金の交付を受けた場合には、各大学の専攻等の研究代表者と

しての学長、拠点となる専攻等の事業推進担当者及び経理等事務の委任を受ける
大学の事務局は以下のことに留意してください。

①補助事業の遂行及び管理
本補助金の財源は国の予算であるため 「補助金等に係る予算の執行の適正、

」、「 」、化に関する法律 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令
等に基づいた適切な経理等を行わなければなりません。

また、調書、交付申請書、報告書等の作成や提出、事業の実施等を、各大学
毎に学長の下、一括して行うようにしてください。

②補助金の執行事務等
本補助金の執行事務を適切に遂行するため、本補助金の経理等事務は、拠点

となる専攻等の所属する大学の事務局に委任し、計画的に経費の執行管理を行
うようにしてください。その際、本補助事業に要した費用について他と経理を
明確に区分し、その収入及び支出の内容を記載した帳簿を備え、その収入及び
支出に関する証拠書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を当該全事業完
了の年度の翌年度から５年間保存することにも注意してください。

なお、設備備品等を購入した場合は、それらが国から交付された補助金によ
り購入されたものであることを踏まえ、補助事業の期間内のみならず、補助事
業の終了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目
的に従って、その効率的運用を図るようにしてください。

③その他法令、国の定めるところにより、必要な責任を負うこととなります。

（２）事業の評価
２年経過後には中間評価を、当該全事業完了（５年）後には事後評価をプログ

ラム委員会で行います。
中間評価の結果によっては、当初計画どおり補助金が交付されなくなることが

あります（補助が打ち切られることもあります 。。）
なお、評価については、プログラム委員会で決められた評価方法、基準等に基

づいて行われます。

（３）公表
申請時に、申請大学名、各大学ごとの申請数を公表する予定です。また、採択

されたものについては、拠点リーダー名、拠点形成計画概要等についても公表す
る予定ですので、あらかじめ御了承ください。
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６．問い合わせ先・スケジュール等

《調書及び審査・評価に関する問い合わせ先》
〒 東京都千代田区一番町８番地 一番町ＦＳビル７Ｆ102-8472

独立行政法人日本学術振興会
研究事業部研究事業課（２１世紀ＣＯＥプログラム担当）
電 話：０３－３２６３－１７５８
ＦＡＸ：０３－３２３７－８０１５

http://www.jsps.go.jpﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：
（本ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより、提出調書の様式のﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞが可能です ）。

《公募要領その他の問い合わせ先》
〒 東京都千代田区丸の内２－５－１100-8959

文部科学省高等教育局大学改革官室
電 話：０３－６７３４－３３０９
ＦＡＸ：０３－６７３４－３３８７

http://www.mext.go.jpﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：
（本ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより、提出調書の様式のﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞが可能です ）。

《スケジュール》
○調書の提出期間：平成１６年３月３日（水）～３月４日（木）

（午前９時３０分から正午まで及び午後１時から午後５時まで ）。
○選定結果の通知（予定 ：平成１６年６月下旬）


